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衆議院総務委員会ニュース 

平成26.5.20 第186回国会第22号 

 

5 月 20 日（火）、第 22回の委員会が開かれました。 

１ 理事の辞任及び補欠選任 

・理事の辞任を許可し、補欠選任を行いました。 

  辞任   理事 山 口 俊 一君（自民） 

  補欠選任 理事 橋 本   岳君（自民）（理事山口俊一君今20日理事辞任につきその補欠） 

 

２ ①行政不服審査法案(内閣提出第 70号) 

  ②行政不服審査法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律案(内閣提出第 71 号) 

  ③行政手続法の一部を改正する法律案(内閣提出第 72 号) 

・石田真敏君外５名（自民、民主、維新、公明、みんな）提出の①に対する修正案について、提出者石田真敏君（自

民）から趣旨説明を聴取しました。 

 ・各案及び修正案に対し、塩川鉄也君（共産）が討論を行いました。 

 ・修正案について採決を行った結果、全会一致をもって可決されました。 

・①に対する修正部分を除く原案について採決を行った結果、賛成多数をもって可決され、本案は修正議決すべきも

のと決しました。 

  （賛成－自民、民主、維新、公明、みんな 反対－共産） 

 ・②について採決を行った結果、賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

  （賛成－自民、民主、維新、公明、みんな 反対－共産） 

 ・③について採決を行った結果、全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

  （賛成－自民、民主、維新、公明、みんな、共産） 

 ・①に対し山口泰明君外５名（自民、民主、維新、公明、みんな）から提出された附帯決議案について、福田昭夫君

（民主）から趣旨説明を聴取しました。 

 ・採決を行った結果、全会一致をもってこれを付することに決しました。 

  （賛成－自民、民主、維新、公明、みんな、共産） 

 

３ 行政機構及びその運営、公務員の制度及び給与並びに恩給、地方自治及び地方税財政、情報通信及び電波、郵政事

業並びに消防に関する件 

 ・新藤総務大臣、若宮防衛大臣政務官及び政府参考人並びに参考人に対し質疑を行いました。 

（参考人） 日本放送協会経営委員会委員長       浜 田 健一郎君 

日本放送協会専務理事           塚 田 祐 之君 

日本放送協会専務理事           吉 国 浩 二君 

 

（質疑者及び主な質疑内容） 

奥 野 総一郎君（民主） 

・ＮＨＫ会長が番組内容に個人的見解を反映させようとす

ることについて、ＮＨＫ経営委員長の見解を伺いたい。 

・消防職員の団結権がこれまで認められなかった理由及び

これからの展望について、大臣の見解を伺いたい。 

・地方法人課税について、大臣は地方財政に穴をあけて実

効税率を引き下げることはあり得ないと述べているが、

外形標準課税の取扱いを含めた地方法人課税について、

大臣の見解を伺いたい。 

 

 

杉 田 水 脈君（維新） 

・地方公務員の職員団体が特定の政党、政治団体を支援す

ることが可能か否かについて、総務省に伺いたい。 

・日本創成会議の人口減少問題検討分科会の「人口再生産

力に着目した市区町村別将来推計人口」に係る大臣発言

を踏まえて、政府としてどのように対応しようとしてい

るのか、大臣の見解を伺いたい。 

 

 



本ニュースは、速報性を重視した概要版として事務局において作成しているものです。 

詳細な内容については会議録を御参照ください。 
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馬 場 伸 幸君（維新） 

・大阪市が作成した「水道事業民営化基本方針～公共施設

等運営権制度の活用について～（案）」についてどのよ

うに評価をしているのか、厚生労働省に伺いたい。 

・本日の議論を踏まえて、ＰＦＩ事業におけるコンセッシ

ョン方式（公共施設等運営権制度）を活用した水道事業

の民営化について、大臣の見解を伺いたい。 

 

佐 藤 正 夫君（みんな） 

・社会福祉法人の理事長ポストが数億円で売買されている

との報道があったが、その実態を把握しているのか、厚

生労働省に伺いたい。 

 

・宝くじに関し、課税権のない公益目的を持つ団体が宝く

じを発行すべきであるとする行政刷新会議における片山

元総務大臣の発言について、大臣の見解を伺いたい。 

 

塩 川 鉄 也君（共産） 

・群馬県上空において行われている米軍の低空飛行訓練に

対する県民からの騒音の苦情について、防衛省の把握状

況及び認識を防衛政務官に伺いたい。 

・ＮＨＫ出版での不祥事について、ＮＨＫには直接関係し

ない子会社独自の業務で起きたものという理解でよいの

か、ＮＨＫに伺いたい。 

４ 放送法及び電波法の一部を改正する法律案（内閣提出 69 号） 

  放送法の一部を改正する法律案（原口一博君外３名提出、衆法第３号） 

・新藤総務大臣並びに提出者原口一博君（民主）からそれぞれの提案理由の説明を聴取しました。 

 


